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■ 3.11 東日本大震災から 7年～全社協・種別協議会の取組み  

 

東日本大震災発災から 7年の歳月が流れました。国は平成 32 年度までの 10 年間

を「復興期間」、とりわけ、平成 28 年度から平成 32 年度を「復興・創生期間」と位置づ

けており、平成 30 年度はその中間年にあります。復興・復旧はすすめられていますが、

今なお約 7.3 万人（平成 30 年 2 月時点）の方がたが避難生活を送っており、生活の

再建、生活の安定に向け、引き続き支援が必要です。 

とくに東日本大震災においては、沿岸部での広域的な津波被害、福島では原発事

故による避難生活が強いられた結果、地域コミュニティや家族関係の分断が多発しま

した。さらに、長びく生活環境の変化は疾病や障害、ひきこもり、失業、生活困窮等を

引き起こしました。それにより社会的孤立、生活困窮は深刻な課題となっています。 

被災地では生活支援相談員をはじめ、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、社

会福祉法人・福祉施設が孤立防止のための見守りや相談支援等を推進していかなく

てはなりません。 

復興は、生活再建及び住まい、まちづくり、産業、就労等が一体的に取組まれるな

かで、徐々にすすんでいくものです。引き続き、切れ目のない支援を展開していくこと

が必要とされています。 

社協や種別協議会等は、継続的な支援活動に取組んでいます。今号特集では、全

社協及び種別協議会の取組みを紹介します。 

 

 

 被災地社協との連携・継続的な支援～全社協・地域福祉部 

生活支援相談活動管理職・担当者全国連絡会議の開催 

平成30年2月15日、生活支援相談活動管理職・担当者連絡会議を開催しました。

本会議は、平成 23 年度以降、被災地における社協活動の充実をはかることを目的と

して、毎年、岩手、宮城、福島の被災 3県を会場として開催しているものです。平成 29

年度は東日本大震災以外の被災による生活支援相談員の配置社協のほか、被災地

からの避難・転居先の社協職員なども参加対象にくわえ開催し、計 31 名が参加しまし

た。 

会議では、東日本大震災及び熊本地震における生活支援相談活動の実践や課題

等について共有するとともに、生活支援相談活動を通した地域づくりや、今後の地域

特 集 
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福祉活動への移行などについて参加者同士で協議を行いました。被災社協からの報

告や討議結果を受けて、神奈川県立保健福祉大学顧問の山崎 美貴子 氏から助言

をいただき、復興フェーズに応じて生活支援相談活動が果たしてきた役割や活動の

必要性についてあらためて確認する機会となりました。 

大規模災害時における社協活動の実態把握と課題整理 

全社協・地域福祉推進委員会では、機関誌『NORMA 社協情報』において、現在の

被災地における生活支援相談活動について連載するなど、東日本大震災や熊本地

震の被災地からの情報発信を続けてきました。 

また、平成 29 年度は東日本大震災や熊本地震のほか、関東・東北豪雨（平成 27

年 9 月）、鳥取県中部地震（平成 28 年 10 月）といった大規模災害の被災経験のある

県社協および市町村社協からの参画を得て、「東日本大震災および大規模災害被災

者・社協支援連絡会議」を設置しました。本会議には、各社協の支援実績をもとに、大

規模災害発災後の被災者への継続的な生活支援や社協活動などについて情報共有

し、被災時の社協活動の継続や社協ネットワークを活かした応援のすすめ方等につい

て課題整理に取組んでいます。 

平成 30 年 2 月には、大規模災害の被災経験のある市町村社協を対象にしたアン

ケート調査を実施し、発災直後から避難所での支援を展開するうえで、災害ボランティ

アセンターの設置・運営以外に行われた社協活動の実態や課題等について情報収

集を行いました。今後は、アンケートによって得られた事例等の分析を行い、被災社協

に対する社協ネットワークによる支援の方法について検討をすすめていく予定です。 

 

 

 会報誌にて毎号、自然災害への各保育現場の対応を連載～全国保育

協議会 

 

全国保育協議会(会長 万田 康)では、会報『ぜんほきょう』の連載コーナー「経験

を未来に生かすために―自然災害への備え」を通して、東日本大震災やその後の自

然災害に対する各地の取組みを、保育現場の視点で執筆いただき、継続して取りあ

げています。 

自然災害発生時や発生後において、保育所・認定こども園等にはどのような役割が

求められているのか。備えをどのようにすすめるべきか。地域の社会資源として地域住

民とともに取組むべきことなど、それぞれの地域の実情に応じた取組みを紹介してい

ます。 

保育所・認定こども園等では、自然災害から子どもたちの安全を守ることが第一に

求められています。毎月の避難訓練を通して子どもたちが発災時の状況を体験すると
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ともに、職員は対応策の確認や自然災害への理解をすすめること、日々の保育のなか

では、子どもたちが地域の自然環境に慣れ親しむとともに、その危険性についても子

どもたちに伝えています。保育園等の役割として、公立施設における災害時の避難所

機能のあり方や、民間施設における法人間連携の事例も多彩に紹介してきました。 

また、平成 29 年度の研修会では、『公立保育所等トップセミナー』において、「東日

本大震災から学ぶ～公立保育所が果たした役割とこれから」の報告、そして『保育所・

認定こども園リーダートップセミナー』において「災害時における地域の子育て支援」に

ついての講義を行い、会員への理解促進をはかりました。 

 

【全国保育協議会】 

http://www.zenhokyo.gr.jp/ 

 

 

 『東日本大震災被災地における子どもの育ち事例集』の発行～全国保

育士会 

 

全国保育士会（会長 上村 初美）では、東日本大震災発生後、「東日本大震災被

災地保育士会支援募金（通称：スカンポ募金）」を立ち上げ（現在は「全国保育士会被

災地支援スカンポ募金」に名称変更）、とくに被害が甚大であった岩手県・宮城県・福

島県の保育士会への支援を通じて、被災した会員保育士等を応援してきました。 

災害発生時の子どもの安全確保は、保育士・保育教諭にとって重要な役割です。ま

た、災害発生後の子どもや保護者の支援、さらには、保育者同士の支え合いも、保育

士・保育教諭の専門性を要する場面です。 

全国保育士会では、発生から 7 年が経過した東日本大震災被災地の保育所・認定

こども園の現状を伝えるとともに、災害発生時及び発生後の保育士・保育教諭の専門

性について考える機会としていただきたく、『東日本大震災被災地における子どもの育

ち事例集』を発行いたしました。 

本事例集は、これまでに全国保育士会の機関紙『保育士会だより』や、保育士・保

育教諭等による実践研究論文集『第 26 号全国保育士会研究紀要 2016』、また、全国

保育協議会の会報『ぜんほきょう』へ掲載された、東日本大震災被災地に関する記

事・論文に、「子ども・保護者・職員の心の安定をはかる」「地域や小学校との連携」「地

域の子育て仮定への支援」といった視点から加筆をいただいた、各施設におけるその

後の取組み計 6事例をまとめています。 

本事例集は、下記全国保育士会ホームページからご覧いただけます。ぜひご一読

いただき、各園での災害時の対応について検討する際の参考としてご活用ください。 

↑URL をクリックすると全国保育協議会のホームページへジャンプします。 
 

http://www.zenhokyo.gr.jp/
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【全国保育士会】  

http://www.z-hoikushikai.com/index.php 

 

  

↑URL をクリックすると全国保育士会のホームページへジャンプします。 
 

↑画像をクリックすると事例集に
ジャンプします。 

http://www.z-hoikushikai.com/index.php
http://www.z-hoikushikai.com/about/siryobox/book/hisaichi.pdf
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■ 全社協 種別協議会・団体連絡会等 総会等報告 

 

 平成30年度事業計画・予算を審議～平成 29年度 全社協第 4回

理事会 

 

3月6日、全社協は平成29年度 第4回

（第207回）理事会を開催しました。斎藤 

十朗会長は、開会挨拶において、平成

30年度の最重点課題等について述べま

した。 

 

 

 

斎藤 十朗会長 開会挨拶（要旨） 

この数年間、全社協では二つの最重要課題を掲げて取組んでまいりました。一つは

社会福祉法人制度改革への対応、二つめは生活困窮者自立支援事業への対応です。 

法人制度改革は、我われは今後も着実に実行し、社会の信頼に応えていかなけれ

ばいけないと考えております。また、生活困窮者自立支援事業については、法の見直

しの時期を経て、今後も事業がすすめられていくなかで、引く続き必要な対応をは

かっていくこととなります。しかし、これらの課題への対応は、平成29年度をもって一応

の区切りとし、平成30年度については、これまで社協が取組んできた日常生活自立支

援事業をはじめとしたさまざまな取組みによる地域福祉の充実、生活困窮者自立支援

事業の充実、またそれらを全体的に網羅するかたちでの「地域共生社会」の実現に向

けた取組みをすすめていきたいと考えております。これはまさに「ふくしのまちづくり」を

これから本格的にすすめていく、ということであると私は思います。そしてこうした取組

みの中核として地域の社協があらねばならないと考えております。 

全国1,700におよぶ市区町村社協においては、これからますます地域の方がたに信

頼されていくことが必要であり、来年度は全国の社協の足腰を強くし、レベルアップを

はかっていくことに重点をおいて取組んでまいりたいと考えております。 

本日は、こうしたことを含む平成30年度の事業計画、予算等についてご審議をお願

Topics 
 

挨拶を述べる全社協 斎藤 十朗会長（右） 
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いいたします。 

なお、本会渋谷常務理事がこの3月をもって退任されることになりました。長年のご

尽力とこれまでのご苦労にあらためて感謝を申しあげます。 

 

つづいて、来賓として出席された厚生労働省 社会・援護局 藤原 朋子総務課長

よりご挨拶いただきました。藤原課長は、ご挨拶のなかで、「地域共生社会」の実現に

向けた「市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」の作成及び公表、

地域福祉計画のガイドラインの見直し等、国における諸取組みについてふれ、社協に

おいても行政と緊密な連携のもと、効果的な支援体制の構築に向け、さらに重要な役

割を担っていただきたいと、期待を述べられました。 

また、生活困窮者自立支援事業については、改正法案の内容にふれるとともに、社

協への期待として、さまざまな社会資源をコーディネートする立場から、生活困窮者の

発見、社会資源の開発などに引き続き積極的に取組んでいただきたいと述べられまし

た。社会福祉法人制度改革については、概ね順調に対応がすすめられているとの認

識を示され、「地域における公益的な取組」等の定着に向けた各地の取組みへの期

待について述べられました。 

挨拶の後、会長及び業務執行理事の職務執行状況報告、特定監事の選任報告に

続いて議案審議に入り、平成29年度第二次補正予算及び平成30年度事業計画・予

算が承認されました。平成30年度事業計画においては、 

①地域共生社会の実現に向けた市区町村段階の地域福祉推進の基盤強化 

②福祉人材の確保及び職員処遇の改善とサービスの質の向上 

③社会福祉諸制度の改革等への対応 

を最重点課題とし、全社協各構成組織間の連携を一層密にして取組むことが確認さ

れました。そのほか、平成30年度基本的な資金の運用に関する計画、理事並びに評

議員候補者の選定（補充選任）、評議員選任・解任委員会運営規則の改正、平成29

年度第3回評議員会の招集についてそれぞれ上程され、いずれも原案通り承認されま

した。また、渋谷 篤男常務理事の平成30年3月31日付での辞任に伴う後任常務理事

の選任が行われ、野崎 吉康理事・事務局長が選任され、4月1日から就任することと

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
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 「より高い工賃・賃金を社会就労センターが支払えるような環境を整備

する」を基本方針～平成 29 年度 第２回全国社会就労センター協議

会協議員総会 

 

全国社会就労センター協議会（会長 阿由葉 寛／以下、セルプ協）の平成 29 年

度第 2 回協議員総会が 2 月 23 日に愛知県名古屋市で開催されました。総会では、

以下の内容について協議が行われました。 

平成 29 年度 第 2 回協議員総会 協議題 

【第 1 号議案】 平成 29 年度補正予算（案）について 

【第 2 号議案】 平成 30 年度事業計画（案）及び予算（案）について 

【第 3 号議案】 今後の障害福祉関係予算及び制度改善等にかかる要望（重点事 

項）（案）について 

【第 4 号議案】 『「働く・くらす」を支える 就労支援施策のめざす方向（基本論）』の 

更新版（案）について 

セルプ協の平成30年度事業計画については、基本方針として「より高い工賃・賃金

を社会就労センターが支払えるような環境を整備する」ことを掲げ、この基本方針のも

と、4 つの専門委員会が連携して取組みをすすめることを確認しました。 

第 3 号議案の要望（重点事項）案については、とくに配慮いただきたい事項として、

「優先調達推進法のより一層の推進」「高工賃事業所を評価する仕組みの検証」「グ

ループホームの職員配置の拡充（とくに夜間帯）」「処遇改善の拡充と対象の拡大」の

4点を提案しています。協議員から「今回の改定（平成 30 年度報酬改定）にあたり、就

労継続支援Ｂ型事業の日常の支援に対する評価が全く反映されていないと感じてい

る。この部分を要望に盛り込んでいただきたい」との意見があり、それをふまえ、一部修

正することを含めて、承認されました。 

第 4号議案の『基本論』は、平成 23年 2月にセルプ協が障害者制度改革の動きに

対応していくにあたって、障害者の「働く・くらす」を支えるセルプ協として、障害者の就

労支援の将来のめざすべき姿を整理したものです。平成 27 年 12 月の社保審障害者

部会報告書「障害者総合支援法施行 3年後の見直しについて」及び「平成 28年 5月

に成立した改正障害者総合支援法」を受けて、基本論を見直すこととし、更新版（案）

は審議を経て、提案通り承認されました。 
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【全国社会就労センター協議会】 

http://www.selp.or.jp/ 

 

 

 「民生委員制度創設100周年活動強化方策」の推進に向けて～全国

民生委員児童委員連合会評議員会 

 

全国民生委員児童委員連合会（会長 得能 金市／以下、全民児連）は 3 月 1

日、評議員会を開催し、平成 29 年度の事業進捗状況を確認するとともに、平成 29

年補正予算、平成 30 年度事業計画・予算を決定しました。 

得能会長は、開会に際し、民生委員制度創設 100 周年

記念事業が滞りなく推進できたことへの謝意とともに、平成

30 年度においては「民生委員制度創設 100 周年活動強化

方策」の着実な推進に向けた取組みを強化していくことが重

要との考えを述べました。 

全民児連では、民生委員法制定70周年となる平成30年

度を、次なる 100 年に向けて新たな一歩を踏み出す年と捉

え、100 周年記念事業の総括を行うとともに、「民生委員制

度創設 100 周年活動強化方策」の推進をはかり、民生委

員・児童委員活動の充実とそのための環境整備をはかっていくこととしています。 

とくに「100 周年活動強化方策」を実効性ある取組みにするべく、都道府県・指定

都市、また市区町村民児協それぞれにおいて、地域の実情にあわせた「地域版 活

動強化方策」の策定を呼びかけ、そのための「推進の手引き（仮称）」を作成するなど、

取組みをすすめていくこととしています。 

 

【全国民生委員児童委員連合会】 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/index.html 

 

 

 適切なケアによるサービスの質を高める取組みの推進～平成 29 年度 

第 2回全国身体障害者施設協議会協議員総会 

 

全国身体障害者施設協議会（会長 日野 博愛／以下、身障協）は、3 月 9 日に第

2回協議員総会を開催し、平成 29 年度補正予算(案)、平成 30 年度事業計画(案)・予

挨拶を述べる 

得能 金市会長 

 

↑URL をクリックするとセルプ協のホームページへジャンプします。 
 

↑URL をクリックすると全民児連のホームページへジャンプします。 
 

http://www.selp.or.jp/
http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/index.html
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算(案)、平成 31 年度障害保健福祉関連制度改善・予算要望(案)が承認されました。 

冒頭の日野会長の挨拶では、「身障協の取組みにおいては、ケアガイドラインの普

及率が低いなど、さまざまな課題がある。昨年 12 月に開催した職員スキルアップ研修

会において参加された職員に対し、身障協 EXPRESS（メールマガジン）、身障協ビジョ

ン 2011、事業計画を知っているかとの質問をしたところ、知っている参加者が少なく残

念に思った。身障協では、会員施設に対し、迅速な情報提供に努めているので、協議

員の皆さんより各都道府県下の会員施設に周知いただきたい」と述べました。 

平成30年度事業計画については、「身障協が行う障害者支援」「利用者の視点、職

員の視点、事業者の視点」「共に生きる社会づくりの推進」の 3 点を基本的考えに据え、

とくに「『適切なケア』によるサービスの質の向上に向けた取組み」「障害福祉を取り巻

く施策への対応」「共に生きる社会づくりの推進に向けた検討」を事業の重点として取

組んでいくことが、承認されました。 

また、平成 31 年度障害保健福祉関係制度改善・予算要望については、最重点要

望として「最重度の身体障害等を支援する障害者施設の機能強化～人員配置体制加

算の充実」「医療的ケア提供体制のさらなる充実～常勤看護職員等配置加算の充実

を」の 2 点をあげ、その他、施設機能強化や人材確保施策の推進等を求めていくこと

が確認されました。 

 

【全国身体障害者施設協議会】 

http://www.shinsyokyo.com/ 

 

 

 「 CHALLENGE （ 挑 戦 ） 、 BREAKTHROUGH （ 突 破 ） 、

ACHIEVE（達成）」がスローガン～平成 29 年度 第３回全国社会

福祉法人経営青年会委員総会 

 

全国社会福祉法人経営青年会(会長 塘林 敬規／以下、全

国青年会)は、3 月 9 日に平成 29 年度第 3 回委員総会を開催

しました。 

総会では、平成 30 年度事業計画・予算の承認とともに、平成

29 年度事業の進捗について報告しました。 

社会福祉法人制度改革を経て、社会福祉法人をめぐる議論

が制度論から実践論へ移行するなかで、社会福祉法人が社会

からの期待に応え続けることでその存在意義を発揮できるよう、

「CHALLENGE（挑戦）、BREAKTHROUGH（突破）、ACHIEVE

挨拶を述べる 

塘林 敬規会長 

 

↑URL をクリックすると身障協のホームページへジャンプします。 
 

http://www.shinsyokyo.com/
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（達成）」をスローガンに掲げ、法人の次世代を担う人材の育成・資質向上のため実践

を積み重ねていくことを確認しました。 

 

【全国青年会 平成 30 年度事業計画】 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/ActionReport-H30keikaku-seinen.pdf 

 

 

【全国青年会（有識者によるコラム等連載中！）】 

http://www.zenkoku-skk.ne.jp/ 

 

 

 

 

■ ともに生きる豊かな地域共生社会づくりのために～地域共生社

会フォーラム 
 

地域共生社会の実現に向けて、社会福祉法が改正されるとともに、国は自治体の

創意工夫ある取組みを支援する事業（「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業）をす

すめています。 

この事業は、住民の身近な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試

みる体制づくりと市町村における複合的な課題を解決するための包括的な支援体制

の構築をめざしています。 

2 月 26 日、厚生労働省と全社協主催の「地域共生社会

フォーラム」（於：全社協・灘尾ホール、参加者・約 300 名）を開

催し、地域共生社会の実現に向けた実践（ＰＲ）映像の紹介と

シンポジウムをもとに、今後のさらなる取組みと展開に向けた

課題やポイントなどを考察しました。 

本フォーラムは、地域共生社会の実現に向けた取組みのＰ

Ｒと幅広い関係者等への理解を促進することを目的とするもの

であり、自治体、社協、社会福祉法人、ＮＰＯ、学識者、マスコ

ミ関係者など幅広い参加を得ることができました。 

「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業を実施する 5 つの自治体からは、取組みに

関するＰＲ映像と実践の紹介をいただき、参加者による審査（投票）と表彰（最優秀賞：

1 自治体、優秀賞 4自治体）を行いました。 

このＰＲ映像は、地域共生社会の実現に向けた各自治体の取組み・イメージを地域

挨拶を述べる蒲原 基道

厚生労働事務次官 

 

↑URL をクリックすると全国青年会平成 30年度事業計画へジャンプします。 
 

↑URL をクリックすると全国青年会のホームページへジャンプします。 
 

http://www.zseisaku.net/ActionReport/ActionReport-H30keikaku-seinen.pdf
http://www.zenkoku-skk.ne.jp/
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住民に理解いただくことを目的に製作されたものです。地域住民の理解、そのための

工夫はそれぞれの地域において取組みをすすめるうえで、大きなポイントとなるもので

あり、ＰＲ映像はそのためのツールであるともいえます。 

地域共生社会の実現に向けては、改正社会福祉法などがめざす、地域での包括

的な支援体制の展開が必要となります。行政における庁内連携体制の構築や地域福

祉（支援）計画づくり、多機関協働による包括的な相談支援の仕組みづくりなど公的な

支援体制の整備とともに、地域住民の支え合いによる、誰もが暮らしやすい地域づくり

の双方が協働することが重要です。それぞれの地域性と生活課題に応じて、創意工

夫のもとに柔軟に取組みがはかられることが求められています。 

 

【ＰＲ映像の審査（投票）の結果】 

※今般の審査（投票）は、ＰＲ映像の意図や映像のわかりやすさなどをもとに選定した

ものであり、実践そのもの優劣を評価するものではありません。「我が事・丸ごと」の

地域づくり推進事業に取組む各自治体では、その地域の生活課題等に応じた実践

がすすめられています。 

※優秀賞は、北から順に掲載しており、順位を示すものではありません。 

※これらの自治体が製作したＰＲ映像については、厚生労働省ホームページに今後、

掲載される予定となっています。 

 

●最優秀賞 

自治体名 テーマ 

豊田市（愛知県） とよたの一歩 

〔地域共生社会の実現に向けた主な取組み〕 

1．市役所自体が変わること～福祉に横串を指す「福祉総合相談課」の設置～ 

2．市と社会福祉協議会の共働で地域に入る～「健康と福祉の相談窓口」の開設～ 

3．支え合いの地域づくりの促進～3つの地域づくり～（Ⅰ：社会課題からの地域づく 

り、Ⅱ：個別支援からの地域づくり」、Ⅲ：地域課題からの地域づくり） 

 

●優秀賞 

自治体名 テーマ 

江戸川区（東京都） 地域共生社会の実現に向けた拠点 なごみの家 

〔地域共生社会の実現に向けた主な取組み〕 

（なごみの家を拠点とする取組み） 

1．「なんでも相談」 

2．地域のネットワークづくり 

3．「居場所」 



 

 13 

彦根市 （滋賀県） 思いがつながるまち・彦根 

1．ボランティア力の強化 

2．地域力の強化 

3．多機関の包括的相談支援体制の構築 

豊中市 （大阪府） 地域共生社会をめざして～支える人が支えられる人に～ 

1．校区福祉委員会による見守りやローラー作戦などの SOS の把握と福祉なんでも

相談窓口による問題解決力(今まで支援が届かなかった人への地域のつながり

づくり) 

2．CSWの配置により制度の狭間を公民協働で支えていく多機関協働の支援体制

づくり 

3．生活困窮者自立支援による居場所なら就労支援までの多様な出口づくり 

たつの市（兵庫県） ふくし総合相談窓口 BEFORE/AFTER 

1．庁内連携 

2．福祉分野以外の関係機関との協働模索 

3．地域ケア会議、協議体、地方創生及び地域企業と連携し、新たな社会資源の創

出 

 

 

■ 障害福祉事業の経営を考える～障害福祉事業経営セミナー 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格／以下、全国経営協）は、平成

29 年度 障害福祉事業経営セミナーを東西 2 会場で開催し、全国から計 587 名が参

加しました。 

本セミナーは、全国経営協 障害福祉事業経営委員会の企画・運営により、毎年開

催しているものです。今年度は、平成 30 年度障害福祉サービス費改定を受け、最新

の制度動向を理解し、障害福祉事業を経営する社会福祉法人の今後の事業経営に

資することを目的として、2月 16日に西日本会場（大阪）、2月 27日に東日本会場（東

京）で開催しました。 

東日本会場では、全国経営協の活動動向と地域共生社会の実現に向け、社会福

祉法人として今後求められる役割について、全国経営協 障害福祉事業経営委員会 

澤田 和秀副委員長の講義に引き続き、平成30年度障害福祉サービス費改定のポイ

ントについて、厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 内山 博之障害福祉課

長よりご説明いただきました。 

続いて、障害福祉サービスを経営する社会福祉法人への期待について、立教大学 

コミュニティ福祉学部福祉学科 教授 平野 方紹 氏より講義いただきました。 
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平野氏は、「障害者こそ『わが事・丸ごと』として、安心して地

域で暮らせる社会が、本当の地域共生社会ではないか。その

意味では、障害福祉が地域共生社会の中核を担っているの

ではないか」と提起しました。 

また、社会福祉法第 24 条で、社会福祉法人は社会福祉事

業の主たる担い手と明記されており、このことを受けて仕事を

していくことが重要であること、地域住民や利用者にとって質

の高い、喜ばれる障害福祉サービスをつくれるかどうかが今

後問われており、そのことがこれからの経営を考えるうえで重

要であるとしました。 

 

■ 社会的養護施設等と退所児童を支援する事業所との協働を

はかるネットワーク構築をめざす～平成 29 年度 退所児童等

支援事業全国セミナー 
 

平成28年度より全社協は、社会的養護施設等を退所した児童の支援の全国的ネッ

トワークの構築に向けて、「全国退所児童等支援事業連絡会」を立ち上げ、調査・研究

をすすめています。 

平成 28 年度には、全国の社会的養護施設、退所児童を支援する事業所の実態把

握のための調査を実施しました。 

平成 29 年度は、社会的養護施設等と退所児童を支援する事業所との協働をはか

るネットワークの構築を目的に 2 つのモデル事業を実施しました。モデル事業の報告

による成果の共有と当事者である施設等を退所した方の声から、どのような支援が必

要かを考えることを目的に、3 月 1～2 日、東京都にて、191 名の参加者を得て本セミ

ナーを開催しました。なお、本セミナーは中央共同募金会「赤い羽根福祉基金」の助

成を受けています。 

冒頭、全社協児童福祉部より、本セミナーのねらい、また、平成 28 年度より取組ん

でいる調査研究事業のめざすものなどについて説明しました。続いて、厚生労働省 

子ども家庭局 家庭福祉課 田野 剛課長補佐より、退所児童等支援にかかる施策な

どについて行政説明をいただきました。 

モデル事業報告では、「社会的養護施設等退所児童等支援におけるネットワーク

構築モデル事業」として実施した 2つのモデルについて報告をいただきました。 

まず、「社会的養護施設・退所児童支援事業所等連携モデル事業」（実施主体：

NPO 法人ほっぷすてっぷ）では、セミナーの開催などを通じて退所児童等支援事業

所と社会的養護施設との関係の強化とともに、地域の社会福祉関係者との連携をは

講義をする 

平野 方紹氏 
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かる取組みをすすめました。「社会的養護施設における退所に向けたインケアの質の

拡充モデル事業」（実施主体：NPO 法人フェアスタートサポート）では、就労支援の実

践から、企業、施設、退所児童等支援事業所が協働し不調となった事例を検討するこ

とで、施設等のインケアの拡充について検討しました。 

2 法人の報告の後、このモデル事業に協力いただいた目白大学助教の泉谷 朋子

氏より、退所児童等の生活状況・段階に応じた支援の重要性について課題を整理い

ただきました。その後、報告を受けて、施設種別の機能や役割の違いなどをふまえ、グ

ループごとに活発な意見交換がなされました。最後に、コーディネーターの愛知淑徳

大学 教授 谷口 純世 氏から、ネットワークを構築していくうえで、地域の関係者も

含め退所児童等支援に関する共通理解の醸成や退所児童等が必要としている支援

を最も必要としているときにタイミングよく提供するために、「顔のみえる関係」をつくっ

ておくことが必要であるというまとめがありました。 

2日目は、児童養護施設で生活をしていた方、里親家庭で生活をしていた方の2名

にご登壇いただき、施設や里親との関わりのなかで感じていたこと、考えたことなど振り

返り、必要だと感じていた支援についてお話しいただきました。参加者とおふたりの間

で、社会的養護の生活を離れたときにほしかったと思う支援等についてなどの質疑応

答が行われました。コーディネーターの谷口氏から、インケア時の関わりが、退所した

後の関わりに大きく影響していること、退所した後は、その時必要な支援を提供できる

仕組みをつくっておくこと、障害福祉サービスや生活困窮者施策との連携なども重要

となっていること、施設のある地域だけで生活するわけではないことから、地域を横断

した支援の仕組みが必要になっている、と当事者のお二人の話とグループから出た意

見を受けて、今後の課題を整理していただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【社会的養護施設等の退所児童に関する支援の実態把握等調査研究等事業 

報告書（全文）】 

http://www.shakyo.or.jp/research/20170428_taisyojidou.pdf 

 

「ネットワークを活かした退所児童等支援」登壇者 

（左から）谷口氏、永岡氏、森田氏、相澤氏、泉谷氏 

 

↑URL をクリックすると報告書へジャンプします。 
 

http://www.shakyo.or.jp/research/20170428_taisyojidou.pdf
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■ 第４次障害者基本計画をテーマに～平成29年度 第２回障

連協セミナー 
 

障害関係団体連絡協議会（会長 阿部 一彦）では、3月 5日に平成 29年度 第 2

回障連協セミナーを関係者約 20 名が参加し開催しました。 

「第 4 次障害者基本計画の考え方～障害者権利条

約をふまえて～」をテーマに、障連協会長であり日本

身体障害者団体連合会会長／東北福祉大学教授の

阿部 一彦氏からご講演をいただきました。 

講演では、障害者権利条約を批准するまでのわが

国の取組みや障害者基本計画の考え方についてお

話いただくとともに、地域における具体的な取組みとし

て、阿部会長が携わっている仙台市における取組みについてもご紹介いただきました。 

参加者からは「国の対応には限界があり、地方行政の協力が必要だと感じた。今後、

地方行政との連携を進めるうえで、各地での具体的な実践例を聞いてみたい。」等の

意見が出されました。 

 

■ 障害福祉をとりまく最新の動向を学ぶ～第30回経営セミナー 
 

全国身体障害者施設協議会（会長 日野 博愛／以下、身障協）では、3 月 8～9

日に 300 名を超える参加者のもと、第 30 回経営セミナーを開催しました。 

本セミナーは、身障協会員施設内の施設長等管理者クラスを主な対象とし、平成

30 年度障害福祉サービス等報酬改定を中心とした障害福祉をとりまく制度・施策の動

向を知るとともに、障害者支援施設における経営者・管理者としてこれから求められる

視点やすすむべき方向のヒントを掴んでいただくことを目的に毎年開催しています。 

1 日目は、日野会長による基調報告、厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 

内山 博之障害福祉課長による行政説明の後、シンポジウムが

行われました。 

シンポジウムは、身障協制度・予算対策委員会 三浦 貴子

委員長による進行のもと、厚生労働省 社会・援護局 障害保

健福祉部 障害福祉課 福島 弘和課長補佐による平成 30 年

度障害福祉サービス等報酬改定についての説明から始まり、

課長補佐及び障害福祉サービス等報酬改定検討チームの平

野 方紹アドバイザー、制度・予算対策委員会の岡部 祐悦副

委員長の 3 名がフロアとの応答を含め、議論されました。平成

セミナーの様子 

 

基調報告をする 

日野 博愛会長 
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30 年度障害福祉サービス等報酬改定において障害者支援施設に期待されているこ

と、あるいは、障害者支援施設に求めることについて、行政・学識者・身障協それぞれ

の視点で議論を深めました。 

2 日目は、身障協重点事業活動報告と題し、身障協が事業の重点として位置づけ

ている「『適切なケア』によるサービスの質の向上に向けた取組み」について、調査研

究委員会 森川 敬介委員長と、権利擁護委員会 白江 浩委員長より所管委員会で

の活動状況及び今後の取組みについて報告がなされました。 

続いて、会員施設内における先駆的な取組み事例として、介護ロボットの活用や外

国人職員の採用についての事例発表がありました。 

プログラムの最後は、厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課の後藤 真一郎地域

福祉専門官より「地域共生社会の実現に向けた取組」と題し、国がすすめている地域

共生社会の実現について、これまでの議論の経過や今後めざすべき姿について講義

いただきました。 

 

■ 「地域共生社会の実現に向けて～地域での支え合いに関する

課題整理～」（地域での支え合いに関する研究検討委員会

報告書）をとりまとめ 

 

障害関係団体連絡協議会（会長 阿部 一彦）では、平成28年度から「地域での支

え合いに関する研究検討委員会」を立ち上げ、障害当事者の立場から、障害者の地

域生活を支える社会環境の整備や支え合いに関する現状と課題、その課題に対する

解決策を整理することにより、地域で暮らす障害者にとって、よりよい地域共生社会の

構築につなげていくことを目的に、研究・検討を重ねてきました。 

報告書では、構成団体である 17の障害関係団体に対するヒアリングをもとに、「暮ら

す」「働く」「地域での交流」「楽しむ」「家族への支え」「防災・災害時対応」の 6 つの項

目別に現状での課題・解決策に整理し、さらに、各構成団体が地域においてすでに

取組んでいるフォーマル、インフォーマルな実践事例を紹介しています。 

本報告書が全国各地の自治体や関係団体に共有され、障害者が地域における支

え合いのなかで共に生き、生きがいや社会的役割をもち、より豊かな生活をいとなむこ

とができる地域づくりの一助となることを期待しています。 

【「地域共生社会の実現に向けて～地域での支え合いに関する課題整理～」（地域で

の支え合いに関する研究検討委員会報告書）】 

http://www.shakyo.or.jp/tsuite/jigyo/research/20180228_chiiki.html 

 ↑URL をクリックすると報告書へジャンプします。 
 

http://www.shakyo.or.jp/tsuite/jigyo/research/20180228_chiiki.html
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■ 教育内容の充実に向け、全国の講師が情報交換～第 3 回 

介護職員実務者研修通信課程 講師団会議 
 

3 月 2 日、介護職員実務者研修通信課程の平成 30 年度実施に向け、スクーリング

実施社会福祉協議会における代表講師及び事務担当者総勢 50 名が一堂に会する

講師団会議を開催し、教育内容の充実に向けた情報交換を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

会議は、中央福祉学院･専任教員が講師を務め、面接授業（介護過程Ⅲ）と演習

（医療的ケア）に分かれ、学習の流れやカリキュラム内容、教材の確認を行いました。

また、平成 29 年度にスクーリングを実施した社協の講師より指導体験を報告いただき、

学習効果を高めるための工夫例や、指導上の留意点などを社協間で共有しました。 

現在、平成 30 年度の受講申込は、各社会福祉協議会にて募集期間を延長し受付

中です。 

 

【実務者研修】 

平成 28 年度（平成 29 年 1 月実施）の介護福祉士国家試験より、従来の実務経験

3年以上にくわえ、実務者研修（450 時間）の修了が新たな要件となりました。 

中央福祉学院の実務者研修では、通信教育による自宅学習と県市社協が実施す

るスクーリング（面接授業 45 時間、医療的ケア演習）を、4 ヵ月～9 ヵ月間の学習で修

了し受験資格の取得をめざします。 

【募集内容】 

保有資格 受講期間 

受講料 

※税･テキス

ト代込み 

保有資格なし 

訪問介護員養成研修(3級)修了者 

認知症介護実践者研修修了者 

 

平成 30 年 4 月 1 日～12 月 31 日 

（9 ヵ月） 
145,000 円 

講師団会議の様子 
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喀痰吸引等研修修了者 
平成 30 年 4 月 1 日～12 月 31 日 

（9 ヵ月） 
130,000 円 

訪問介護員養成研修(2級)修了者 

介護職員初任者研修修了者 

平成 30 年 6 月 1 日～12 月 31 日 

（7 ヵ月） 
130,000 円 

訪問介護員養成研修(1級)修了者 
平成 30 年 7 月 1 日～12 月 31 日 

（6 ヵ月） 
90,000 円 

介護職員基礎研修修了者 
平成 30 年 7 月 1 日～10 月 31 日 

（4 ヵ月） 
70,000 円 

○スクーリング会場： 

 青森県、岩手県、秋田県、鶴岡市、福島県、埼玉県、神奈川県、川崎市、愛知県、

滋賀県、大阪府、大阪市、奈良県、鳥取県、広島県、山口県（全国 16 社協） 

※受講案内および受講申込書は、中央福祉学院ホームページよりダウンロード可能

です。 

 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

〒240-0197 神奈川県三浦郡葉山町上山口1560-44 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

 

 

■ 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程の実施団体の対象を

拡大 
 

中央福祉学院では、福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程の普及に伴う研修

ニーズの高まり、法人の全職員の受講を希望するケース等もあることを受け、実施団

体の対象範囲を平成 30 年 2 月より拡大することとしました。 

従来は都道府県・指定都市社協などの研修実施機関のみが同課程の実施団体と

して登録が可能でしたが、複数施設・事業所を有する、社会福祉事業及び介護保険

法で定める居宅サービス事業等（施行令第 22 条の 2）を行う法人であること等、所定

の要件を満たしたうえで、法人内で同課程に基づく職場内研修を実施する場合も対

象にします。 

↑URL をクリックすると中央福祉学院ホームページへジャンプします。 
 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html
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実施団体の登録申請期日は毎年 3 月末までで、申請書類を同課程の運営委員会

が審査し、要件を満たすと認められた団体が登録されます。 

詳細は中央福祉学院ホームページからご覧ください。 

 

【福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程・職場内実施法人を募集中】 

http://www.gakuin.gr.jp/info/students/info7605.html 

 

 

 

■ 企業主導型保育事業 指導・監査実施、施設の7割に文書指

導～平成 29 年度企業主導型保育事業指導・監査実施要領

に基づく立入調査の結果（平成29年度上半期分：4月～9

月）公表 
 

設置がすすむ企業主導型保育事業について、「必要な保育従事者数を確保してい

ない」、「保育計画を作成していない」、「乳幼児の利用開始時に健康診断結果を確認

していない」等、利用児童が安心して適切なサービスを受けるための体制や取組みが、

一部の施設では整っていない実態が明らかになりました。 

3 月 2 日、公益財団法人児童育成協会（企業主導型保育助成事業（運営費・施設

整備費）の実施団体）は、「平成 29 年度企業主導型保育事業指導・監査実施要領に

基づき立入調査を行った結果（平成 29 年度上半期分：4 月～9月）を公表しました。 

企業主導型保育事業は、待機児童解消の一つとして、平成 29 年度末までに新た

に5万人分の保育の受け皿を確保するために、子ども・子育て支援法が改正され平成

28 年 4 月より創設されました。 

平成 29年 6月 22日、「子育て安心プラン」が示され、平成 29年度末までに企業主

導型保育事業では追加 2 万人分の保育の受け皿を確保し、平成 30 年度にはさらに

2万人分を追加整備し、計 9万人分に積み増すこととしています。 

平成30年 2月 28日現在、2,365施設・定員54,645人分の助成決定がされており、

助成申請人数では、すでに平成 29 年度目標の 7万人に達しています。 

企業主導型保育事業の開始にあたっては、都道府県への届出のみで設置の際や

利用の際に市町村の関与を必要としない、職員配置基準の職員数のうち半数以上が

保育士資格を有していればその他の保育従事者は「子育て支援員研修」等の受講の

みで従事が可能、定員により設備基準は家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準の準用とする等、認可保育所より低い基準で整備・運営をすることが可能です。

↑URL をクリックすると中央福祉学院ホームページへジャンプします。 
 

http://www.gakuin.gr.jp/info/students/info7605.html
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また、整備助成・運営費助成があります。 

企業主導型保育施設は、原則として年 1 回の立入調査による指導・監査が実施さ

れます。指導・監査業務の実施主体である児童育成協会（業務の一部を株式会社パ

ソナに委託）が公表した平成29年度上半期分（4月～9月）の立ち入り調査結果では、

実施した 432 施設のうち、303 施設（70.1％）に文書指導項目がだされていました。 

指導・監督基準を満たしているものは A 判定、指導・監督基準を満たしていない場

合で、比較的軽微な事項であって改善が容易と考えられるものは B 判定として口頭に

よる改善指導が行われますが、B 判定以外のものは C 判定として文書指導が行われ

ます。 

文書指導が行われた主な項目は以下のとおりです。 

項  目 件  数 

職員配置・資格 

・嘱託医との契約を締結すること 

・必要な保育従事者数を確保すること 

59 件 

46 件 

設備基準（食事提供状況の確認） 

・食事の提供は自園調理等により適切に行うこと 

・検査用保存食材を保存すること 

・定員 20 名以上に必要な医務室を整備すること 

35 件 

19 件 

15 件 

保育所保育指針の遵守 

・保育計画等を作成すること 

・苦情処理規程の整備及び職員へ周知すること 

125 件 

41 件 

健康管理・安全確保の徹底（午睡時の確認、事故発生防止） 

・乳幼児の利用開始時に健康診断結果を確認すること 

・職員の健康診断を適正に実施すること（採用時又は定期） 

・乳幼児の健康診断を実施すること 

・アレルギー対応マニュアルを整備すること 

・設備等の安全対策を適切に行うこと 

・乳児室を保育室と区分すること 

61 件 

48 件 

47 件 

23 件 

13 件 

11 件 

利用者への情報提供 

・児童相談所等の専門的機関の一覧表を整備すること 

・保育内容及び利用料金等に関して掲示（提示）すること 

55 件 

31 件 

※指導・監査施設数 432 施設：調査結果から全社協・政策企画部整理 

 

これら以外にも、件数は少ないながら、「午睡時のうつぶせ寝への対応を適切に行う

こと」、「定期的なブレスチェックを適切に行うこと」、「食事のアレルギー対策を行うこと」

「午睡時の利用児童同士の間隔を十分に確保すること」等、乳幼児の生命を脅かしか
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ねないような実態が、文書指導の項目から推察されます。 

平成30年度中には定員9万人に達しようという急速な設置がすすむ状況にあって、

利用児童の生命を守り、安心して適切な保育が確保されるよう、指導・監査をふまえた

改善の取組みが急務といえます。 

 

【平成29年度企業主導型保育事業指導・監査実施要領に基づく立入調査結果（平成

29 年度上半期分：4 月～9月）】 

http://www.kigyounaihoiku.jp/info/20180302-01 

 

 

 

  

↑URL をクリックすると公益財団法人児童育成協会ホームページへジャンプします。 
 

http://www.kigyounaihoiku.jp/info/20180302-01
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■ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構中期目標の公表【3月 9日】 

平成 30 年 4 月 1 日から平成 35 年 3 月 31 日までの 5 年間を中期目標と定め、高

齢者、障害者等の就労促進・支援を盛り込んだ取組目標が示された。 

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shokanhoujin/dokuritsu/shiryou08/ 

 
 
 
 

 

■ 社会・援護局関係主管課長会議【3月 1日】 

平成 30 年 4 月からの事業等に関する説明。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000195476.html 

■ 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議【3月 6日】 

平成 30 年 4 月からの事業等に関する説明。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000196031.html 

■ 被保護者調査（平成 29年 12月分概数）【3 月 7日】 

被保護実人員は 212 万 3,290 人となり、前月より 1,236 人減少し、対前年同月では

2 万 2,377 人減少した。被保護世帯は 164 万 2,614 世帯となり、前月より 357 世帯減

少し、対前年同月では、2,409 世帯増加した。世帯類型別では、対前年同月では、高

齢者世帯（とくに単身世帯）の数は増加し、高齢者世帯を除く世帯の数は減少した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/12.html 

 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shokanhoujin/dokuritsu/shiryou08/
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000195476.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000196031.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/12.html
http://zseisaku.net/
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■ 平成 28 年度 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

に基づく対応状況等に関する調査結果【3月 9日】 
 
平成 28 年度対応状況等についての調査結果とりまとめの公表。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989.html 

■ 障害保健福祉関係主管課長会議【3月 14日】 

平成 30 年 4 月からの事業等に関する説明。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shoug

aishahukushi/kaigi_shiryou/index.html 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryou/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryou/index.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

●『福祉の本出版目録』ホームページをリニューアルしました！ 

3月 1日より『福祉の本出版目録』ホームペー

ジを、さらに使いやすく、便利にするため、リ

ニューアルしました。 

新機能 

クレジットカード対応／スマートフォン対応 

ぜひ、『福祉の本出版目録』ホームページを

ご利用くださいますようよろしくお願いいたしま

す。 

 

 

<新刊図書> 

●『社会福祉施設経営管理論 2018』 

(浦野 正男 編著／Ｂ5判／440頁) 
 

施設長をはじめとする管理者が社会福祉施設を経

営するうえで知っておきたい法制度、サービス提供管

理、人事・労務管理、会計管理と財務管理、情報管

理などについて、わかりやすく解説した最新版テキス

トです。 

（3月発行 定価本体2,400円税別） 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入
ページにジャンプします 

↑画像をクリックすると『福祉の本出
版目録』にジャンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2978&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2978&_class=070101&_category=ISBN978-4-7935-1262-9
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●『社会福祉関係者のための個人情報保護Ｑ＆Ａ』 

(五味 祐子 著／A5 判／160 頁) 
 

平成 29 年 5 月に全面施行された「個人情報の保

護に関する法律」（個人情報保護法）の改正法では、

適用対象外とされていた中小規模事業者についても

個人情報保護法が適用されることとなりました。 

本書は、今まで適用対象とされていた社会福法人

はもちろんのこと、中小規模の社会福祉関係事業者

へ向けて、個人情報保護のための組織体制の整備と

改正法に対応したルールの策定、個人情報の利活

用の促進と保護の強化について等、個人情報の適切

な取り扱いと改正法の理解促進のためにまとめた1冊

です。 

(3 月発行 定価本体1,000円税別） 

 

<月刊誌> 

●特集「どうなる地域包括ケアシステム―介護・診療 

報酬改定から考える」 

『月刊福祉』4月号 

地域包括ケアシステムの強化・深化が求められるな

か、平成 30 年度介護報酬改定及び診療報酬改定か

ら地域包括ケアシステムの行方を考えます。 

 

【対談】2018 年度介護報酬改定からみる地域包括 

ケアシステムの行方 

田中 滋（慶應義塾大学名誉教授、社会保障審議会    

介護給付費分科会長） 

武居 敏（社会福祉法人松渓会理事長） 

【論文Ⅰ】地域包括ケアシステム推進に向けて 

－介護に求められる多様な取り組み 

蛯江 紀雄（広島文教女子大学非常勤講師） 

【論文Ⅱ】医療からみた地域包括ケアシステム推進の 

課題 

川渕 孝一（東京医科歯科大学大学院医療経済学分野教授） 

【レポートⅠ】地域包括ケアシステム推進に向けて－訪問看護ステーションの立場から 

伊藤 文子（医療法人社団桐光会 調布訪問看護ステーション） 

【レポートⅡ】共生のまちづくり実現に向けて－和光市のめざす地域包括ケアシステム 

東内 京一（埼玉県和光市保健福祉部長・子どもあんしん部審議監） 

（3 月 6 日発売 定価本体 971 円税別） 

↑画像をクリックすると図書購入 
ページにジャンプします 

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします 

↑画像をクリックすると図書購入 
ページにジャンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2972&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2972&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2977&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2977&_class=010101&_category=ISBN978-4-7935-1269-8
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●特集「ここが大切！ 新入園児の受け入れ」 

『保育の友』4月号 

新年度を迎えるにあたり、各園では初めて保育所等

を利用する子どもや保護者が、新しい環境に慣れて楽

しく過ごすことができるように、入所に向けた面談、なら

し保育などの事前対応や連絡帳などを通して保護者

の不安によりそい、安心して仕事と子育ての両立がで

きるよう支援を行っています。 

今号では、子どもも保護者も新しい生活環境に一日

も早く慣れ、安心して毎日楽しく過ごすための取り組み

について、保護者との関係づくりや職員間の連携など

も交えて考えます。 

また、保育のプロとして、乳幼児期のアタッチメントを

どう構築していけばよいか、専門家の視点から学びま

す。 

（3 月 8 日発売 定価本体 581 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 
ページにジャンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2974&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2974&_class=120101&_category=08039

